
令和８年度大分市社会福祉協議会事業計画 

 

１ 基本方針 

 少子高齢化が進み、人口減少局面を迎える中、高齢者等の単身世帯の更なる増

加が見込まれるともに、医療・介護、住まい、貧困など複数の地域生活課題を抱

える者が増加するなど、その福祉ニーズは多様化・複雑化しています。また、地

域福祉を支える担い手の減少により、地域における支え合い機能の脆弱化への

対応も課題となっています。 

 さらに、近年、全国各地で自然災害が頻発する中、令和７年１１月には佐賀関

地区で大規模火災が発生し、地域住民の生活基盤やコミュニティに甚大な被害

をもたらしました。その一方で、日頃から培われた佐賀関地区の結束が住民同士

の声かけや迅速な避難行動を促し、多くの命を救うことにつながったことで、地

域コミュニティの重要性が改めて認識されています。 

大分市社会福祉協議会（以下「本会」という。）は、地域福祉を推進する中核

的な団体として、住民の生活を守る個別支援、地域のつながりや支え合いを育て

る地域支援の両面から、様々な活動を続けてきました。多様な地域生活課題の解

決に向けて、包括的な支援体制の整備をはじめ、災害時における切れ目のない支

援など、本会の果たすべき役割はますます大きくなっています。 

こうした背景のもと、本会は、大分市とともに策定した令和６年度からの５年

間を計画期間とする「第５期地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画」（以下「活

動計画」という。）に基づき、令和８年度も、引き続き、住民や地域のニーズに

対応し、誰もが住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らすための体制づくり

を進めるべく、活動計画に掲げる基本目標の着実な実施に取り組んでまいります。 

さらに、活動計画の目的である地域福祉推進のためには本会の体制をより強

固なものにする必要があります。本会の経営理念等を明確にし、その実現に向け

た組織体制、財政運営等に関する取組をまとめた「大分市社会福祉協議会中期経

営計画」に基づき、実践戦略を着実に遂行し、これからの社会福祉協議会に求め

られる役割を果たしてまいります。 

また、佐賀関大規模火災の被災者一人ひとりの生活再建を支えるとともに、関

係機関と連携した相談支援の充実が重要であることから、「大分市地域くらし応

援センターさがのせき」において、孤立防止等のための見守りや日常生活の相談、

関係機関へのつなぎなどの支援に取り組んでいます。今後も、関係機関や地域住

民と連携し、被災地域に寄り添った支援に努めます。 

令和８年度は、こうした方針のもと、活動計画の基本理念である「支え合って 

共に生きる ひとが主役のまちづくり」の実現に向けて取り組んでいきます。 



 

２ 事業展開の方針 

「第５期大分市地域福祉計画・第６次地域福祉活動計画」の基本目標である(1)お互いに支え合

うひとづくり、(2)地域で支え合う場づくり、（3）誰もが安心して暮らすための体制づくり の 3

つの項目について引き続き取り組んでまいります。 

 

（１）お互いに支え合うひとづくり 

支える側と支えられる側が、固定した関係ではなく、皆が役割を持ち、支え合う関係を構築

するため、思いやりの心を育み、人を豊かにすることで、人と人との絆をより一層深めていく

取り組みを推進します。 

また、福祉課題に取り組む人材の発掘や地域団体等が活動しやすい環境づくりを行うととも

に、正しい人権意識を持つ人材の養成に努めます。 

  （令和 8年度の取組） 

ア 地域活動を担う人材の育成及び支援 

イ 福祉教育の推進 

 

（２）地域で支え合う場づくり 

住民が主体となって参画する小地域福祉ネットワーク活動などを充実・強化し、地域活動へ

参加するきっかけづくりを行うとともに、地域の取り組みを情報発信することで、地域住民の

交流を促進します。 

また、地域で活動する様々な団体や個人に対する活動や育成に対する支援を行うとともに、

これらの連携を促進したり、活動拠点の整備をしたりといった取組を通じて、地域で支え合う

場づくりを推進します。 

（令和 8年度の取組） 

 ア 校（地）区社協活動の支援 

 イ ボランティア・市民活動の基盤整備 

 

 （３）誰もが安心して暮らすための体制づくり 

専門・相談機関等の連携を強化することなどで、誰もが相談しやすい体制を整備します。 

さらに、誰一人取り残さない社会を目指し、成年後見制度の利用促進をはじめとする、判

断能力が十分でない人の権利擁護体制を強化します。 

加えて近年多発する災害に対する地域防災力の強化や、災害時要配慮者に対する支援活動

の円滑化などに取り組むことで、誰もが安心して暮らせるための体制づくりを推進します。 

（令和 8年度の取組） 

 ア 法人内の重層的支援体制の整備 

   イ 生活困窮者自立相談支援事業の充実強化 

 ウ 大分市成年後見センター事業の拡充 

 エ 相談支援事業の充実強化 

 オ 生活福祉資金貸付事業の充実強化 

 カ 災害ボランティア活動支援体制の強化 

キ 被災者見守り・相談支援事業の推進 



 

 

 さらに、「大分市社会福祉協議会中期経営計画」の経営理念のもと、地域福祉を推進する中核的

な組織としての役割を果たすため、 (4)法人運営の基盤整備と強化 についても次のように取り

組んでまいります。 

 

 

（4）法人運営の基盤整備と強化 

住民が主体的に生活を営む地域のニーズを的確に把握し、地域福祉を推進する専門集団と

して、また、新たな仕組みやサービスを様々な関係者と連携・協働しながら生み出す開拓者

として、広く住民や関係機関の信頼と協力を得られる組織づくりと事業展開に戦略的・計画

的に取り組んでまいります。 

（令和 8年度の取組） 

  ア ガバナンスの強化 

  イ 財政運営の基盤強化 

  ウ 人材の育成 

  エ 組織体制の強化 

 

 



３ 各部署の重点事項 

(1) 総務課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア ガバナンスの強化 (ア)中期経営計画の中間評価と見直し 
 

イ 財政運営の基盤強化 (ア)自主財源の確保 

(イ)共同募金配分金の有効活用 

(ウ)会費の確保 

(ア) 

一般会費 17,061 千円 

賛助会費  1,813 千円 

特別会費    830 千円 

香典返し  7,170 千円 

篤志寄附   781 千円 

(イ) 20,016 千円 

ウ 人材の育成 (ア)計画的な研修の実施 

 
1,435 千円 

エ 組織体制の強化 (ア)働きやすい職場環境づくり 

(イ)時勢に合わせた組織・機構改革の柔軟な 

検討 

 

 

 

 

(2) 地域福祉課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 校(地)区社協活動の

支援 

(ア)校(地)区社協地域福祉活動計画の策定 

及び推進支援 

(イ)小地域福祉ネットワーク活動事業の充実 

(ア)  7,022 千円 

 
(イ) 4,960 千円 

イ 地域活動を担う人材

の育成及び支援 

(ア)地域福祉推進委員の養成及び支援 

(イ)ふれあいサロンを担う人材の養成及び 

支援 

(ア)   288 千円 

(イ) 33,131 千円 

ウ 法人内の重層的支援

体制の整備 

(ア)アウトリーチを通じた継続的支援事業

(イ)参加支援事業 

(ウ)市社協内包括的支援体制強化会議の 

  開催 

(エ)日常生活自立支援事業 

(ア・イ) 

31,700 千円 

 

 

(エ) 17,828 千円 

エ 被災者見守り・相談 

支援事業の推進 

(ア)訪問による見守り、安否確認 

(イ)多機関連携による相談支援 

(ウ)地域コミュニティ支援者との連携や孤立 

  防止のための支援 

  28,703 千円 

 



(3) ボランティア・市民活動支援課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア ボランティア・市民 

活動の基盤整備 

(ア)登録ボランティアの基盤整備とネット 

ワーク拡充 

(イ)地域の新たな課題に対応した取組 

(ウ)情報発信と事業運営のデジタル化 

 

 

(イ)   123 千円

(ウ)   66 千円 

イ 災害ボランティア 

活動支援体制の強化 

(ア)災害ボランティア登録者の拡大と養成

(イ)災害ボランティアセンター運営体制の 

充実 

1,636 千円 

ウ 福祉教育の推進 (ア)福祉教育の推進  989 千円 

 

 

 

(4) 生活支援課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 生活困窮者自立相談 

支援事業の充実強化 

(ア)生活困窮者等への支援の強化 

(イ)大分市等関係機関との連携強化による、 

切れ目のない支援の実施 

67,925 千円 

イ 大分市成年後見 

センター事業の拡充 

(ア)大分市と共同運営による中核機関の 

充実 

(イ)成年後見制度に関する相談支援の充実 

(ウ)成年後見制度に関する普及啓発の強化 

43,632 千円 

ウ 相談支援事業の充実 

強化 

(ア)相談支援の中核的な役割を担う受託 

事業の確実な実施 

(イ)関係機関との連携強化 

(ウ)地域の相談支援従事者に対する支援の 

充実 

32,275 千円 

エ 生活福祉資金貸付事業

の充実強化 

(ア)借受人に対するフォローアップ支援 

(イ)関係機関との連携強化  

(ウ)相談窓口の拡充 

（佐賀関及び野津原事務所） 

47,894 千円 

オ 介護保険事業等の経営 

基盤の整備 

(ア)ケアプランデータ連携システムの導入 

(イ)他事業所への新規ニーズ開拓のための

広報活動の継続及び受け入れ態勢の 

  整備 

 

(イ)  88 千円 

カ 介護保険事業等従事 

職員の育成 

(ア)資格取得支援 

(イ)介護技術等ヘルパー研修 

(ア)   150 千円

(イ)   200 千円 

 


